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北九州市長　北橋 健治

はじめに
ーもくじー

　令和３年度を振り返ると、市民の皆さんへの迅速なワクチン接種を進めるなど、新型コロナウイルス
の感染拡大防止に向けた取組を着実に推進しました。同時に、「東アジア文化都市北九州」や「世界体
操・新体操選手権北九州大会」の開催など、コロナ禍においても、まちのにぎわいづくりの創出につな
がる事業にも果敢に挑戦してきました。
　令和４年度も、引き続き新型コロナ対策に万全を期すとともに、SDGｓのトップランナーを目指す取
組を着実に推進し、「日本一住みよいまち・北九州市」を目指して全力で取り組んでいきます。

　財政面では、令和３年度決算は、新型コロナ対策に継続して取り組んだこともあり、歳入・歳出とも
に令和２年度決算に次いで過去２番目の規模となっています。
　歳入面では、市税が新型コロナの影響からの企業収益の持ち直し等により、２年ぶりに増加したほ
か、国の補正予算に伴う追加配分等により、地方交付税も増となっています。
　また、歳出面では、住民税非課税世帯等への給付金の支給や中小企業融資などの新型コロナ対策
を実施したほか、福祉・医療関係経費についても増加傾向が続いています。
　新型コロナの感染拡大や物価高騰などによる経済情勢への影響を踏まえると、本市の財政は今後
も厳しい状況が続くものと見込まれます。　

　こうした状況にありながらも、　本市の政策を着実に進めていくためには、新たな財源の確保に取
り組むとともに、より一層の「選択と集中」を図り、持続可能で安定的な行財政運営の確立・維持に努め
ていく必要があります。

　本市は、著名な漫画家を多く輩出し、「漫画の街・北九州」でもあります。
　この冊子は、市の財政運営を漫画で伝えることにより、将来を担う若い世代の皆さんにもわかりやす
く、楽しくご理解いただくとともに、市民の皆さんと共に考えていきたい、との思いで作成しました。
　是非、この冊子をご覧いただき、本市の財政運営に対する一層のご理解とご協力をお願い申し上げ
ます。

１　北九州市の財政状況について

２　歳入の状況

３　歳出の状況

４　投資的経費と市債残高の状況

１　令和４年度予算について

３　中期財政見通し 19

20

健全化判断比率

令和３年度特別会計・企業会計決算

財務書類

２　主な事業の紹介
（1）感染症に対し強靭で安心できるまちづくり

（2）経済の好循環を生み出す成長戦略の実行

（3）「日本一住みよいまち」の実現に向けた取組の総仕上げ

（4）DX（デジタル・トランスフォーメーション）の推進

23

21

22

13～14

15
16
17

11～12

９～10
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市の財政運営第1部

令和4年度予算第2部
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２１

“財政”ときいて、「何それ？」といまひとつ
ピンとこない人のところに現れる、財政の
妖精。
“財政”を理解している人には見えていない。
普段は100円玉を模した形をしているが、
場面に合わせて他の小銭や紙幣に変化する
ことができる。
好きな食べ物は小倉名物焼うどん。

高校2年生。
去年の主人公「まなぶ」の弟。
お金の使い方が下手でいつも金欠。
将来はギターで生計を立てたいと考えているが、
まだギターに触ったことはない…。

プロローグ

ざいせーくん

かね お   

金尾  めぐる

登 場 人 物 紹 介登 場 人 物 紹 介登 場 人 物 紹 介登 場 人 物 紹 介登 場 人 物 紹 介登 場 人 物 紹 介登 場 人 物 紹 介登 場 人 物 紹 介登 場 人 物 紹 介登 場 人 物 紹 介登 場 人 物 紹 介登 場 人 物 紹 介

三崎てるひこ三崎てるひこ 北九州市出身・在住
COLT TOKIWA創所属

2018年日中韓新人MANGA選手権　銀賞受賞
西鉄バス「月刊にしてつバスっちゃ！北九州~ぶらりバスの旅・キタキュ～物語～」
漫画連載(現在休刊中)
ギャグ漫画、イラスト、似顔絵・臨床心理士もやってます

漫画家プロフィール

プ
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第
１
部
　
　
市
の
財
政
運
営

令和３年度決算（一般会計）

財源調整用基金の推移

歳入歳出決算規模：歳入6,457億円 歳出6,380億円

　歳出では、保健福祉費（高齢者や障害者に対する福祉サービス、生活保護、医療保険事業への
支援等）が最も大きく29.9％を占めています。
　続いて、諸支出金（借入金の返済など）が13.8％、子ども家庭費（保育所の運営や子ども医療
の助成など子育て環境の充実）が13.3％、教育費（学校の運営や整備など教育の充実）が11.4％
を占めています。

　歳入には、市税、地方交付税、国庫支出金、市債などがあります。
　令和３年度は、新型コロナウイルス感染症の影響に伴う企業収益の持ち直し等により、市税
の割合が最も大きく27.1％、次いで国庫支出金が25.2％を占めています。

実質収支：49億17百万円の黒字 

必要に応じて取崩しをしながらも、
300億円程度をキープしているね！

財政ひとくちメモ

歳入
6,457億円

歳出
6,380億円

【実質収支】　歳入決算総額から歳出決算総額を差引いた額から翌年度に繰り越すべき財源を控除した額です。

1 北九州市の財政状況について

第１部 市の財政運営市の財政運営市の財政運営市の財政運営市の財政運営市の財政運営市の財政運営市の財政運営市の財政運営市の財政運営市の財政運営市の財政運営
単位：億円

（　）内は構成比％

市　税 1,749 （27.1）

地方交付税 735 （11.4）

地方消費税交付金 227 （3.5）

そ の 他 409 （6.2）

（億円）
400

350

300

250

200

150

100

50

0
50

0 0 0

49

23 35 22
46

25 23 23

76

48 39 43 31

26 27 28 3029平成 （年度）32令和　元

積立額 取崩額 年度末残高

287
322

295 293 279
259 251

327

県支出金 322 （5.0）
県からの補助金、負担金、委託金

国庫支出金 1,626（25.2）
国からの補助金、負担金、委託金

諸 収 入 650 （10.1）
貸付金の返済収入など

使用料及び手数料 146 （2.3）
公共施設の使用料収入や行政サービス
の手数料収入など

市　債 593 （9.2）
銀行などからの借入金

市営住宅の管理、ごみ収集など
そ の 他 484 （7.6）

道路・公園の整備など
土 木 費 449 （7.0）

市役所・区役所の運営、
文化・スポーツの振興など

総 務 費 450 （7.1）

学校教育、社会教育など
教 育 費 729 （11.4）

子育て支援、保育、青少年育成など
子ども家庭費 850 （13.3）

地域経済・観光の振興など
産業経済費 631 （9.9）

諸支出金 882 （13.8）
借入金の返済（元金、利子）や
企業会計への負担金など

保健・医療・福祉など
保健福祉費 1,905（29.9）
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一般会計歳入決算額の推移

市民一人当たりの市税収入と歳入に占める割合
（普通会計／令和２年度決算）
　市民一人当たりの市税収入は18万5千円で、政令指定都市で少ない方から7番目となっています。
また、歳入に占める割合は25.6％で、小さい方から2番目となっています。　　

　歳入に占める自主財源の割合は40〜50％程度、市税の割合は30％程度で推移しています。

（千円／人）
300

250

200

150

100 0

60

50

40

30

20

10

（%）歳入に占める市税の割合
市民一人当たりの市税収入

185 214 171 205 207 211 224 240 182 170 201 185 258 211 272 182 200 182 198 218 159

25.6%

32.5%

26.0%

33.0%

38.3%
35.3%

35.3%

40.3%

33.5%

27.3%

34.1%

32.8%

39.3%

27.6%
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※人口は、令和3年1月1日現在の住民基本台帳人口を使用
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2 歳入の状況①
　歳入は、市税や使用料、手数料など地方自治体が自主的に収入している「自主財源」と、地方
交付税、国庫支出金などの「依存財源」に分類されます。自主財源である市税などが多いほど、
自主的な財政運営ができます。
　本市の場合、市民一人当たりの市税収入が少なく、歳入に占める割合も小さいなど、他の政令
指定都市に比べて財政の基礎体力が弱いと言えます。

財政ひとくちメモ
【一般会計】　  福祉・教育・道路・公園の整備、ごみ収集など、主に税金を使って事業を行う市の基本的な会計です。
【普通会計】　 一般会計と特別会計（公営企業会計等を除く）を合算し、会計間の重複額等を控除したものです。地方公共団体

間の比較や時系列比較が可能となるように、地方財政統計上、統一的に用いられる会計区分です。
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一般会計歳入決算額の推移
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８７

　地方交付税は、地方自治体間の財源の不均衡を調整し、すべての地方自治体が一定の水準を
維持できるよう財源を保障する観点から、本来地方の収入とすべき税を国税として国が代わっ
て徴収し、一定の基準によって地方自治体に再分配されるものです。

歳入の状況②2 地方交付税等決算額の推移

市民一人当たりの地方交付税等と歳入に占める割合
（普通会計／令和２年度決算）
　市民一人当たりの地方交付税等は9万5千円で、政令指定都市で多い方から2番目となって
います。また、歳入に占める割合は13.1%で、大きい方から3番目となっています。

　地方交付税等（地方交付税と臨時財政対策債の合計）は、平成24年度以降減少傾向にあり
ますが、平成29年度に小学校等教職員に係る給与負担が県から移譲されたことに伴う影響等
により増加しています。
　令和3年度は、国の補正予算に伴い追加配分されたことなどにより増加しています。
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歳入に占める地方交付税等の割合
市民一人当たりの地方交付税等

※人口は、令和3年1月1日現在の住民基本台帳人口を使用

【臨時財政対策債】国の地方交付税への財源不足対策として、本来地方交付税で交付されるものの一部を地方債（臨時財政対策債）と
して各地方公共団体が借り入れます。その償還（返済）については、後年度、その全額が地方交付税で措置されます。
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一般会計歳出決算額（性質別）の推移

福祉・医療関係経費決算額の推移
　扶助費や国民健康保険・介護保険・後期高齢者医療の特別会計への繰出金などの福祉・
医療関係経費は増加傾向にあります。
　令和3年度は、住民税非課税世帯等に対する臨時特別給付金や、18歳以下の子どもへの
給付金の支給等により大幅に増加しています。
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　扶助費等の増加により、義務的経費は増加傾向にあります。（令和2年度の義務的経費比
率の減は、新型コロナウイルス感染症対策の実施に伴う義務的経費以外の歳出の増などに
よるものです。）

【 扶助費】　福祉の法令等に基づいて実施する生活保護や障害福祉サービスの提供のほか、各種手当の支給、
　　　　　 医療費の助成などに要する経費です。
【 公債費】　市が発行した市債（借金）の毎年度の返済（元金 、利子）に要する経費です。
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　歳出のうち、人件費、扶助費、公債費の合計である義務的経費は増加傾向にあり、今後も高齢化
の進展や、福祉サービス、子育て・教育環境の更なる充実に伴い、増加していくことが見込まれま
す。
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　扶助費等の増加により、義務的経費は増加傾向にあります。（令和2年度の義務的経費比
率の減は、新型コロナウイルス感染症対策の実施に伴う義務的経費以外の歳出の増などに
よるものです。）

【 扶助費】　福祉の法令等に基づいて実施する生活保護や障害福祉サービスの提供のほか、各種手当の支給、
　　　　　 医療費の助成などに要する経費です。
【 公債費】　市が発行した市債（借金）の毎年度の返済（元金 、利子）に要する経費です。
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投資的経費決算額（一般会計）と
市民一人当たりの投資的経費（普通会計）の推移

市債残高の推移（一般会計）

市民一人当たり市債残高の推移（普通会計/臨時財政対策債を除く）

　地方交付税の振替である臨時財政対策債の増加等により市債残高は増加しています。臨時財
政対策債を除いた公共事業などに係る市債残高は7,800億円程度で高止まりしています。

　投資的経費は、700億円程度で推移しています。
　また、市民一人当たりの投資的経費は、政令指定都市平均の約1.2倍~1.5倍の水準で推移しています。

　市民一人当たりの市債残高は、本市は緩やかな減少傾向であるのに対し、政令指定都市平均は大幅に減少
しています。令和2年度は72万7千円で政令指定都市の中で最も高く、平均の約1.8倍となっています。

【なぜ市債を発行するの？】長期間にわたって使用する公共施設をつくる場合の財源は、国や県からの補助金等のほかに、
市債（市の借金）を発行してまかない、資金の平準化を図っています。その理由は、つくる費用
を便益を受ける将来世代にも公平に負担してもらうという「世代間の公平」にあります。

財政ひとくちメモ

　投資的経費は、他の政令指定都市と比較して高い水準で推移しています。そのため、公共施
設をつくる場合の財源として発行している市債の市民一人当たりの残高は政令指定都市で最も
多くなっています。投資的経費の「選択と集中」を図りながら、将来負担を軽減し、持続可能
で安定的な財政運営を行っていくことが必要です。

4 投資的経費と市債残高の状況
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臨時財政対策債
公共事業などに係る市債
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義務的経費
3,290
（54.1）

その他の経費
2,324
（38.2）

投資的経費
468
（7.7）

【 目 的 別 】

人件費、扶助費などの「性質」に従って分類すると次のようになります。【 性 質 別 】

教育費・土木費などの「行政目的」に従って分類すると次のようになります。

自主財源
3,124
（51.4）

依存財源
2,958
（48.6）

第２部 令和４年度予算令和４年度予算令和４年度予算令和４年度予算令和４年度予算令和４年度予算令和４年度予算令和４年度予算令和４年度予算令和４年度予算令和４年度予算令和４年度予算

令和4年度予算について1

令和４年度当初予算（一般会計）の内訳

その他（維持補修費等）137（2.3）

繰出金 484（7.9）

物件費 646（10.6）
公債費 659（10.8）

普通建設事業費 468（7.7）
貸付金 759（12.5）

補助費等 298（4.9）
市民等への補助金、企業会計への負担金など

国民健康保険特別会計や介護保険
特別会計など特別会計への繰出金

公共施設や市庁舎等の維持管理費
（光熱水費、通信費、消耗品費等）など

中小企業への融資など

人件費 1,106（18.2）
職員の給料など

扶助費 1,525（25.1）
医療費の助成や生活保護費、
児童手当、保育所運営費など

市の借入金（元金、利子）の返済

道路、公園、学校など公共施設の整備費

その他 541（8.9）

土木費 351（5.8）

教育費 701（11.5）

総務費 455（7.5）

産業経済費 881（14.5）

保健福祉費 1,692（27.8）

諸支出金 752（12.4）

子ども家庭費 709（11.6）

市営住宅の管理、ごみ収集など

道路・公園の整備など

市役所・区役所の運営、
文化・スポーツの振興など

保健・医療・福祉など

地域経済・観光の振興など

借入金の返済（元金、利子）や
企業会計への負担金など

子育て支援、保育、青少年育成など

単位：億円
（　）内は構成比％

その他 361（5.9） 市 税 1,780（29.3）

地方交付税 675（11.1）

県支出金 312（5.1）
県からの補助金、負担金、委託金

国庫支出金 1,142（18.8）
国からの補助金、負担金、委託金

諸収入 936（15.4）
貸付金の返済収入など

使用料・手数料ほか 408（6.7）
公共施設の使用料収入や行政サービス
の手数料収入など

市 債 468（7.7）
銀行などからの借入金

学校教育、社会教育など

歳出総額　�����億円

歳入総額　�����億円
■歳入予算の内訳

■歳出予算の内訳
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　グリーン成長に向けた取組や、北九州空港など、本市の充実したインフラを活用した物流
拠点の形成、スタートアップ企業の創出・育成などにより、感染症の厳しい経済的な影響を
克服し、地域経済の復活に向けて力強く前進します。
　また、本市への移住促進や関係人口の創出、企業誘致、若者の地元就職支援などの取組を
推進するとともに、文化・スポーツ・観光振興などの取組を強め、まちのにぎわいを創出し
ます。

　国の「脱炭素先行地域」の交付金を活用し、
公共施設や民間施設に、創エネ、蓄エネ、省エ
ネを導入する「再エネ100％北九州モデル」を
推進します。

2 経済の好循環を生み出す成長戦略の実行

１３ 億 ７，７００ 万円

１０ 億 ４，３００ 万円

　コロナ禍で厳しい経営環境にある市内中
小事業者を支援するため、年間を通じた訪
問相談、経済支援策の広報、実態調査、助
成金の申請や事業承継の支援等、総合的な
伴走支援を実施します。

　福岡県の助成制度を活用して商店街等が自
主的に取り組むプレミアム付商品券の発行を
支援することにより、地域の消費を喚起し地
域商業の活性化を目指します。

1 感染症に対し強靭で安心できるまちづくり

　ワクチン接種の円滑な実施や検査・医療提供体制の確保など、新型コロナウイルスの感染
拡大防止に引き続き取り組み、安心して暮らせるまちを目指します。

主な事業の紹介2

雇用維持・事業継続に向けた伴走
支援パッケージ

商店街プレミアム付商品券
発行支援事業

（令和3年度予備費　5億9，700万円、
　令和4年度6月補正 3億5，000万円との合計額）

（令和4年度6月補正 9億7，500万円との合計額）

脱炭素社会の実現に向けた
“再エネ100%北九州モデル”
推進事業

　令和4年春にオープンした体験・体感型の科
学館「スペースLABO」について、一人ひとり
が感じる「フシギ」の芽を大切にした魅力ある
施設の運営をとおして、賑わいを創出していき
ます。

　九州・西中国の物流拠点空港を目指し、
滑走路延長を見据えた更なる貨物の取り込
みや、航空貨物定期便の安定化等に取り組
みます。

　九州の発貨物を本市に集積させる取組に対
する支援の第一弾として、北九州市中央卸売
市場内における農産物を集約した首都圏向け
フェリー輸送に対し、必要となる経費の一部
を補助します。

北九州市科学館スペースLABO
管理費

インフラを活用した物流活性化
の推進

北九州空港物流拠点化推進事業

九州発貸物の集約拠点化支援事業

５ 億 ６，８００ 万円

１０ 億 ５，２００ 万円

４ 億 ４，２００ 万円

１ 億 ２００ 万円

 ３，４００ 万円

　自宅療養者が、外出せずに療養に専念で
きるよう、食料品等の生活必需品を配送し
支援します。また、体調が変化した方など
へのオンライン診療や、往診・訪問看護等
の医療提供体制を整備します。

新型コロナウイルス感染症患者
への自宅療養者支援事業
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※プラネタリウムでの投影中は静かにしましょう。
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　グリーン成長に向けた取組や、北九州空港など、本市の充実したインフラを活用した物流
拠点の形成、スタートアップ企業の創出・育成などにより、感染症の厳しい経済的な影響を
克服し、地域経済の復活に向けて力強く前進します。
　また、本市への移住促進や関係人口の創出、企業誘致、若者の地元就職支援などの取組を
推進するとともに、文化・スポーツ・観光振興などの取組を強め、まちのにぎわいを創出し
ます。

　国の「脱炭素先行地域」の交付金を活用し、
公共施設や民間施設に、創エネ、蓄エネ、省エ
ネを導入する「再エネ100％北九州モデル」を
推進します。

2 経済の好循環を生み出す成長戦略の実行

１３ 億 ７，７００ 万円

１０ 億 ４，３００ 万円

　コロナ禍で厳しい経営環境にある市内中
小事業者を支援するため、年間を通じた訪
問相談、経済支援策の広報、実態調査、助
成金の申請や事業承継の支援等、総合的な
伴走支援を実施します。

　福岡県の助成制度を活用して商店街等が自
主的に取り組むプレミアム付商品券の発行を
支援することにより、地域の消費を喚起し地
域商業の活性化を目指します。

1 感染症に対し強靭で安心できるまちづくり

　ワクチン接種の円滑な実施や検査・医療提供体制の確保など、新型コロナウイルスの感染
拡大防止に引き続き取り組み、安心して暮らせるまちを目指します。

主な事業の紹介2
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　SDGsを原動力に地方創生の成功モデル都市を目指すとともに、環境や健康、子育て・教
育、安全・安心など、コロナ禍を通じてあらゆる分野で生じた人々の価値の変化を的確に捉
え、ポストコロナの新しい生活様式に対応した「日本一住みよいまち」の実現に向けた取組
を進めます。

3 「日本一住みよいまち」の実現に向けた取組の総仕上げ

２ 億 ２，０００ 万円

�  

主
�
事
業
�
紹
介

第
２
部
　
　令
和
４
年
度
予
算

　「北九州市DX推進計画」に基づき、デジタル技術を徹底活用してDXを推進します。
　まずは、市民サービスや市役所業務の抜本的な見直しについて、手続きのオンライン化を
はじめとする「市民サービスの向上」やデジタルツールの活用等による「業務の効率化」、
テレワークの推進等による「職員の働き方改革」などに集中的に取り組むとともに、地域全
体のDXにつなげていきます。

　市民が区役所等に「行かなくていい」こと
を目指し、自宅や、より身近な場所で手続き
が完結できるよう、手続きのオンライン化な
どを進めていきます。

　英語学習意欲の向上のきっかけとするため、
市内の小・中・特別支援学校等の児童生徒が、
体験型英語教育施設「KITAKYUSHU GLOBAL 
GATEWAY」を体験できるよう支援します。

　デジタル機器に不慣れな高齢者などを対象
に体験型セミナーなどを開催します。

※デジタル・デバイドとは？
コンピューターやインターネットなどの情報技術
を利用できる人とそうでない人の間に生じる格差。

4 DX（デジタル・トランスフォーメーション）の推進

デジタル・デバイド対策事業
自宅で簡単に完結する

「行かなくていい」行政サービスの
提供

手続きオンライン化推進事業
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１，０００ 万円

６００ 万円 など

８００ 万円

１，２００ 万円

ヤングケアラー相談支援事業KITAKYUSHU GLOBAL GATEWAY 
体験支援事業

　不登校児童生徒の社会的自立に向けて、
子ども・保護者等に寄り添った支援や関係
機関との連携強化を図るため、「不登校等
支援センター」を新たに設置します。

　大人が担うような家族の介護や、きょうだ
いの世話などを行っているヤングケアラーを
早期に発見するため、相談窓口を設置し、適
切な支援につなげるとともに、心のケアや関
係機関との連携による支援を実施します。

不登校等支援センター設置事業
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中期財政見通し（一般会計）【令和4年2月改訂】
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【参考】

項　　　目 令和4年度
当初予算

令和5年度
見込み

令和6年度
見込み

令和7年度
見込み

令和8年度
見込み

歳 入 合 計 ①

歳 出 合 計 ②

収支差③（①－②）

年 度 末 基 金 残 高 ⑥
(前年度末残高+③+④+⑤ )

福 祉・医 療 関 係 経 費
(扶助費+福祉・医療関係特別会計への繰出金)

一 般 財 源 等

人 件 費

扶 助 費

公 債 費

投 資 的 経 費

維 持 補 修 費

繰 出 金

そ の 他

国 県 支 出 金

そ の 他

市 税
地 方 交 付 税 等
（臨時財政対策債を含む）

市 債
（臨時財政対策債を除く）

そ の 他
（県税交付金等）

決 算 に お け る 歳 入 増
・ 歳 出 不 用 等 ④

収 支 改 善 見 込 額 ⑤

うち臨時財政対策債を除く
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（単位：億円）

　今後の市政運営の参考とするため、令和4年度当初予算を基礎として、一定の条件の下で当面
5年間の試算を行ったものです。
 今後の財政運営にあたっては、自主財源の確保や行政コストの縮減を図りつつ、税収の増加に
つながる政策に積極的に取り組むことが必要であると考えています。

中期財政見通し3 エピローグ
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（単位：億円）
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5年間の試算を行ったものです。
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健全化判断比率令和3年度特別会計・企業会計決算
特別会計決算

企業会計決算

上 水 道 事 業
工 業 用 水 道 事 業
交 通 事 業
病 院 事 業
下 水 道 事 業
公 営 競 技 事 業

令和３年度末資金剰余
（単位：百万円）

会 計 名 損 益 収 支 単年度実質収支
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（単位：百万円）

国 民 健 康 保 険
食 肉 セ ン タ ー
卸 売 市 場
渡 船
土 地 区 画 整 理
土地区画整理事業清算
港 湾 整 備
公 債 償 還
住宅新築資金等貸付
土 地 取 得
駐 車 場
母子父子寡婦福祉資金
産 業 用 地 整 備
漁 業 集 落 排 水
介 護 保 険
空 港 関 連 用 地 整 備

臨海部産業用地貸付
後 期 高 齢 者 医 療
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　企業会計の損益収支は、6会計中2会計が赤字となっています。

※病院事業会計は、門司病院の運営と旧若松病院等にかかる企業債の償還のみを実施しています。医療センター等の運営は
平成31年4月1日に地方独立行政法人北九州市立病院機構へ移行しており、この会計には含まれません。

　特別会計の実質収支は、21会計中17会計が黒字、4会計が歳入歳出差引きゼロとなっています。

健全化判断比率について

【実質公債費比率と将来負担比率における政令市の状況（令和２年度決算）】

【本市の健全化判断比率及び資金不足比率（令和3年度決算）】
指 標

健
全
化
判
断
比
率

内 容 早期健全化基準
（経営健全化基準） 財政再生基準

①実質赤字比率

②連結実質赤字比率

③実質公債費比率

④将来負担比率

⑤資金不足比率

�����％

�����％

����％

�����％

（����％）

����％

����％

����％

北九州市の比率

－

－

－

����％

�����％

実質黒字のため
比率なし

資金不足を生じて
いないため比率なし

標準財政規模に対する一般
会計等の赤字の割合です。

標準財政規模に対する全会計
の赤字の割合です。

標準財政規模に対する将来
市が支払う借入金返済額な
どの割合です。

公営企業ごとの資金の不足
額の事業の規模に対する割
合です。

標準財政規模に対する1年
間で支払った借入金返済額
などの割合です。

　「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」に基づき、北九州市をはじめ各自治体は、地
方公共団体の赤字や借金返済の程度といった財政状況を表す指標（「健全化判断比率」及び「公
営企業の資金不足比率」）を平成19年度から公表しています。詳細は、市のホームページをご
覧ください。

　健全性という点で、実質公債費比率は政令市中16位、将来負担比率は政令市中18位となっています。
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【標準財政規模】　地方公共団体が標準的に収入しうる市税や普通交付税などの一般財源（使途を定められていない財源）の大きさを示すものです。
【一般会計等】　 一般会計に母子父子寡婦福祉資金特別会計、住宅新築資金等貸付特別会計など7会計を加えたものです。
【早期健全化基準】健全化判断比率のいずれかがこの基準を超えると、財政健全化団体となり、「財政健全化計画」の策定等を義務付けられます。
【財政再生基準】　再生判断比率（健全化判断比率のうちの将来負担比率を除いた3つの指標）のいずれかがこの基準を超えると、財政再生団体とな

り、「財政再生計画」の策定や市債発行の制限等が義務付けられます。

財政ひとくちメモ

＊実質公債費比率は、「地方債許可制移行基準」（18.0％）を超えると、市債の発行に総務大臣の許可が必要となります。

＊健全化判断比率の4つの指標がそれぞれ一定の基準（「早期健全化基準」及び「財政再生基準」）を超えた地方公
    共団体には、同法によりその程度に応じた財政健全化の対策が義務付けられています。

QRコードはこちら→
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健全化判断比率令和3年度特別会計・企業会計決算
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市 民 太 陽 光 発 電 所
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　企業会計の損益収支は、6会計中2会計が赤字となっています。

※病院事業会計は、門司病院の運営と旧若松病院等にかかる企業債の償還のみを実施しています。医療センター等の運営は
平成31年4月1日に地方独立行政法人北九州市立病院機構へ移行しており、この会計には含まれません。

　特別会計の実質収支は、21会計中17会計が黒字、4会計が歳入歳出差引きゼロとなっています。

健全化判断比率について

【実質公債費比率と将来負担比率における政令市の状況（令和２年度決算）】

【本市の健全化判断比率及び資金不足比率（令和3年度決算）】
指 標
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標準財政規模に対する一般
会計等の赤字の割合です。

標準財政規模に対する全会計
の赤字の割合です。

標準財政規模に対する将来
市が支払う借入金返済額な
どの割合です。

公営企業ごとの資金の不足
額の事業の規模に対する割
合です。

標準財政規模に対する1年
間で支払った借入金返済額
などの割合です。

　「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」に基づき、北九州市をはじめ各自治体は、地
方公共団体の赤字や借金返済の程度といった財政状況を表す指標（「健全化判断比率」及び「公
営企業の資金不足比率」）を平成19年度から公表しています。詳細は、市のホームページをご
覧ください。

　健全性という点で、実質公債費比率は政令市中16位、将来負担比率は政令市中18位となっています。
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【標準財政規模】　地方公共団体が標準的に収入しうる市税や普通交付税などの一般財源（使途を定められていない財源）の大きさを示すものです。
【一般会計等】　 一般会計に母子父子寡婦福祉資金特別会計、住宅新築資金等貸付特別会計など7会計を加えたものです。
【早期健全化基準】健全化判断比率のいずれかがこの基準を超えると、財政健全化団体となり、「財政健全化計画」の策定等を義務付けられます。
【財政再生基準】　再生判断比率（健全化判断比率のうちの将来負担比率を除いた3つの指標）のいずれかがこの基準を超えると、財政再生団体とな

り、「財政再生計画」の策定や市債発行の制限等が義務付けられます。

財政ひとくちメモ

＊実質公債費比率は、「地方債許可制移行基準」（18.0％）を超えると、市債の発行に総務大臣の許可が必要となります。

＊健全化判断比率の4つの指標がそれぞれ一定の基準（「早期健全化基準」及び「財政再生基準」）を超えた地方公
    共団体には、同法によりその程度に応じた財政健全化の対策が義務付けられています。

QRコードはこちら→
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宝くじの
使いみち当せん金

約47％

自治体への
収益金
約40％

宣伝費・印刷費など
約13％

宝くじは、ぜひ北九州市内でお買い求めください。

ご 存 知 で す か ？

子育て環境や教育の充実

収益金の
一部

文化・スポーツの振興など

　北九州市内で販売された宝くじの一定割合が北九州市の収入となり、高齢社会・
少子化対策事業や、環境保全、芸術・文化振興など様々な事業の財源となっています。

　公営競技事業（競輪事業・モーターボート競走事業）の収益金は、子育て環境や
教育の充実、文化・スポーツの振興などにつながる事業の財源となっています。

昭和38年以来、小倉競輪・ボートレース若松の収益金約1,700億円
が北九州市のまちづくりの財源として役立てられています。

北九州市の収入となり、まちづくり
の財源となっています。

北九州市内で販売された宝くじ

競輪事業・モーターボート競走事業の収益金

平成30年
1 2月の若
戸 大 橋・
トンネルの
無 料 化 実
現のための財源として、
ボートレース若松の収益金
約25億円が活用されたよ。

これも北九州市のまちづくりに役立っています

令和4年度　宝くじ販売スケジュール
名称

実りの秋くじ
スクラッチ

スクラッチ
年末ジャンボ

初夢くじ

10/22（土）～11/15（火）
10/26（水）～11/21（月）
11/22（火）～12/23（金）

12/24（土）～1/17（火）
12/7（水）～1/3（火）

1/4（水）～1/24（火）
1/11（水）～1/31（火）
2/1（水）～3/3（金）
2/8（水）～3/28（火）
3/8（水）～3/28（火）

通常くじ
新春運だめしくじ
バレンタインジャンボ
スクラッチ
春一番くじ

販売期間 名称 販売期間

※上記のほか、数字選択式宝くじ（ロト６・ロト７・ミニロト・ナンバーズ３・ナンバーズ４・ビンゴ５）やインターネット
専用くじは、毎日発売しています。また、通常くじとスクラッチは上記期間以外でも販売しています。

財務書類（一般会計等／令和２年度決算）

QRコードはこちら→

財務書類

　財務書類とは、これまでの決算情報では見えなかった資産や負債の情報、現金支出を伴わない
減価償却費などの見えにくいコスト情報を企業会計的手法により作成した書類です。
　平成28年度決算からは、総務省が示した「統一的な基準」に基づいて財務書類を作成、公表
しています。
　財務書類は４つの表（貸借対照表、行政コスト計算書、純資産変動計算書、資金収支計算書）
で構成されており、下記のとおりに相互に関係しています。
　詳細は、市のホームページをご覧ください。　

※億円未満を四捨五入して表示しているため、合計金額が一致しない場合があります。

貸借対照表

資　産 �兆�����億円

うち現金預金 ��億円

負　債 �兆�����億円

純資産 �兆�����億円

市民の財産

将来世代の負担

過去及び現世代の負担

市民サービス提供のために保有
する資産と、その資産をどのよ
うな負債・純資産でまかなって
きたかを表しています。

資金収支計算書

��億円

��億円

�億円

前年度末資金残高

本年度末資金残高

本年度資金収支額

��億円
＋本年度末歳計外現金残高

���億円
△ ���億円

���億円

業務活動収支
投資活動収支
財務活動収支

資金の変動額

行政活動に伴う資金の流れを
「業務活動収支」「投資活動
収支」「財務活動収支」とい
う性質の異なる３つの活動に
分けて示したものです。

行政コスト計算書

�����億円
経常費用

�����純行政コスト

����億円
経常収益

�����
����� 億円

億円業務費用
移転費用

億円

経常的なサービスに
かかったコスト

市税等でまかなう額

受益者負担

行政サービスにかかるコストが、
受益者の負担でどうまかなわれた
かを示したものです。

�兆�����億円

�兆�����億円

純資産変動計算書

前年度末純資産残高

△�����億円
純行政コスト（△）

�����億円
���億円

財源
資産評価差額等

�△��億円
本年度純資産変動額

本年度末純資産残高

純資産の変動額

純資産（資産－負債）が１年間
でどのように変動したかを表し
ています。

② 持続可能性（健全性）に着目した分析

③ 公共施設等の老朽度に着目した分析

① 資産形成度に着目した分析

いくつかの財政指標を分析します。

　この指標は、建物や工作物等の固定資産が耐用年数に対し、どのくらい期間が経過しているの
かを表します。この数値が高いほど老朽化が進んでおり、大規模改修や建替え等が必要になる可
能性が高くなります。
　本市は、有形固定資産減価償却率が年々増加傾向にあり、政令市の中で3番目に高くなっていま
す。今後は、限られた財源の中で、施設の老朽化対策を講じていく必要があります。

　この指標を類似団体と比較することで、財政の持続可能性を評価することができます。
　市民一人当たりの負債額は政令指定都市の中で最も大きく、上記の市民一人当たり資産額と合わ
せて分析すると、本市は、多額の負債により、多くの公共施設を保有していると考えられます。今
後は、これらの公共施設の老朽化に対し、いかに負債を増やさず対応していくかが重要です。

　市民一人当たりの資産額は、政令指定都市の中では２番目に大きな額となっており、他の政令
指定都市より多くの資産を保有していることがわかります。これは、本市が昭和38年の五市合併
の影響等で、多くの公共施設を保有していることを表しています。

有形固定資産減価償却率 ����％ 【算定式】＝有形固定資産の減価償却累計額÷資産取得額

市民一人当たり負債額  ���万円 【算定式】＝ 負債合計÷住民基本台帳人口

市民一人当たり資産額  ���万円 【算定式】＝ 資産合計÷住民基本台帳人口
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宝くじの
使いみち当せん金

約47％

自治体への
収益金
約40％

宣伝費・印刷費など
約13％

宝くじは、ぜひ北九州市内でお買い求めください。

ご 存 知 で す か ？

子育て環境や教育の充実

収益金の
一部

文化・スポーツの振興など

　北九州市内で販売された宝くじの一定割合が北九州市の収入となり、高齢社会・
少子化対策事業や、環境保全、芸術・文化振興など様々な事業の財源となっています。

　公営競技事業（競輪事業・モーターボート競走事業）の収益金は、子育て環境や
教育の充実、文化・スポーツの振興などにつながる事業の財源となっています。

昭和38年以来、小倉競輪・ボートレース若松の収益金約1,700億円
が北九州市のまちづくりの財源として役立てられています。

北九州市の収入となり、まちづくり
の財源となっています。

北九州市内で販売された宝くじ

競輪事業・モーターボート競走事業の収益金

平成30年
1 2月の若
戸 大 橋・
トンネルの
無 料 化 実
現のための財源として、
ボートレース若松の収益金
約25億円が活用されたよ。

これも北九州市のまちづくりに役立っています

令和4年度　宝くじ販売スケジュール
名称

実りの秋くじ
スクラッチ

スクラッチ
年末ジャンボ

初夢くじ

10/22（土）～11/15（火）
10/26（水）～11/21（月）
11/22（火）～12/23（金）

12/24（土）～1/17（火）
12/7（水）～1/3（火）

1/4（水）～1/24（火）
1/11（水）～1/31（火）
2/1（水）～3/3（金）
2/8（水）～3/28（火）
3/8（水）～3/28（火）

通常くじ
新春運だめしくじ
バレンタインジャンボ
スクラッチ
春一番くじ

販売期間 名称 販売期間

※上記のほか、数字選択式宝くじ（ロト６・ロト７・ミニロト・ナンバーズ３・ナンバーズ４・ビンゴ５）やインターネット
専用くじは、毎日発売しています。また、通常くじとスクラッチは上記期間以外でも販売しています。

財務書類（一般会計等／令和２年度決算）

QRコードはこちら→

財務書類

　財務書類とは、これまでの決算情報では見えなかった資産や負債の情報、現金支出を伴わない
減価償却費などの見えにくいコスト情報を企業会計的手法により作成した書類です。
　平成28年度決算からは、総務省が示した「統一的な基準」に基づいて財務書類を作成、公表
しています。
　財務書類は４つの表（貸借対照表、行政コスト計算書、純資産変動計算書、資金収支計算書）
で構成されており、下記のとおりに相互に関係しています。
　詳細は、市のホームページをご覧ください。　

※億円未満を四捨五入して表示しているため、合計金額が一致しない場合があります。

貸借対照表

資　産 �兆�����億円

うち現金預金 ��億円

負　債 �兆�����億円

純資産 �兆�����億円

市民の財産

将来世代の負担

過去及び現世代の負担

市民サービス提供のために保有
する資産と、その資産をどのよ
うな負債・純資産でまかなって
きたかを表しています。

資金収支計算書

��億円

��億円

�億円

前年度末資金残高

本年度末資金残高

本年度資金収支額

��億円
＋本年度末歳計外現金残高

���億円
△ ���億円

���億円

業務活動収支
投資活動収支
財務活動収支

資金の変動額

行政活動に伴う資金の流れを
「業務活動収支」「投資活動
収支」「財務活動収支」とい
う性質の異なる３つの活動に
分けて示したものです。

行政コスト計算書

�����億円
経常費用

�����純行政コスト

����億円
経常収益

�����
����� 億円

億円業務費用
移転費用

億円

経常的なサービスに
かかったコスト

市税等でまかなう額

受益者負担

行政サービスにかかるコストが、
受益者の負担でどうまかなわれた
かを示したものです。

�兆�����億円

�兆�����億円

純資産変動計算書

前年度末純資産残高

△�����億円
純行政コスト（△）

�����億円
���億円

財源
資産評価差額等

�△��億円
本年度純資産変動額

本年度末純資産残高

純資産の変動額

純資産（資産－負債）が１年間
でどのように変動したかを表し
ています。

② 持続可能性（健全性）に着目した分析

③ 公共施設等の老朽度に着目した分析

① 資産形成度に着目した分析

いくつかの財政指標を分析します。

　この指標は、建物や工作物等の固定資産が耐用年数に対し、どのくらい期間が経過しているの
かを表します。この数値が高いほど老朽化が進んでおり、大規模改修や建替え等が必要になる可
能性が高くなります。
　本市は、有形固定資産減価償却率が年々増加傾向にあり、政令市の中で3番目に高くなっていま
す。今後は、限られた財源の中で、施設の老朽化対策を講じていく必要があります。

　この指標を類似団体と比較することで、財政の持続可能性を評価することができます。
　市民一人当たりの負債額は政令指定都市の中で最も大きく、上記の市民一人当たり資産額と合わ
せて分析すると、本市は、多額の負債により、多くの公共施設を保有していると考えられます。今
後は、これらの公共施設の老朽化に対し、いかに負債を増やさず対応していくかが重要です。

　市民一人当たりの資産額は、政令指定都市の中では２番目に大きな額となっており、他の政令
指定都市より多くの資産を保有していることがわかります。これは、本市が昭和38年の五市合併
の影響等で、多くの公共施設を保有していることを表しています。

有形固定資産減価償却率 ����％ 【算定式】＝有形固定資産の減価償却累計額÷資産取得額

市民一人当たり負債額  ���万円 【算定式】＝ 負債合計÷住民基本台帳人口

市民一人当たり資産額  ���万円 【算定式】＝ 資産合計÷住民基本台帳人口
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